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表紙

上記の事項につきましては、法令および当社定款第25条の規定に基づき、書面交付請求を
された株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電子提
供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

第 5 1 期 定 時 株 主 総 会 資 料
（電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく
書面交付請求による交付書面に記載しない事項）

＜事業報告＞
・業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

＜連結計算書類＞
・連結注記表

＜計算書類＞
・個別注記表

（自　2023年１月１日　至　2023年12月31日）

株式会社ユニバーサルエンターテインメント
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
１．業務の適正を確保するための体制
⑴取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
(イ)当社及びグループ企業の役職員が、法令及び定款に適合した行動をとるために遵守すべき行動規範
となるビジネス倫理ガイドラインを定める。

(ロ)厳格なコンプライアンス体制を維持するため、グループ全体で、経営管理・組織運営の各種規程を
厳格に運用・遵守する社内システムの体制を維持管理する。

(ハ)取締役は、当社における重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実を発見した場
合には直ちに監査役に報告するものとし、遅滞なく取締役会において報告するものとする。

(ニ)内部通報システムの運用によりコンプライアンス違反事項の発見やその相談について、適正に対処
する。

(ホ)監査役は、内部統制システムの有効性と機能を監査し、課題の早期発見に努め、その是正を求める
とともに、経営機能全般に対する監督強化を図る。

(ヘ)内部監査部門として執行部門から完全に独立した内部監査室を設置する。
⑵取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務執行に係る情報について、文書管理規程、情報管理規程により、その保存管理及び情報セ

キュリティ管理の取扱いを定める。
⑶損失の危険の管理に関する規定その他の体制
(イ)事業活動に伴う各種リスクを認識し、その把握と管理、個々のリスクに対応する管理責任体制を整
備する。

(ロ)リスク管理体制の基礎として、リスク管理要領を定め、その損失の極小化を図るためにリスク予防
を重点として継続的に個々のリスクに対応する管理の体制を構築する。

⑷取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
(イ)取締役会は、取締役会規程、執行役員規程、職務権限規程、業務分掌規程、稟議規程等を定め、業
務執行の責任体制と業務プロセスを明確にすることにより、取締役会の決定に基づく業務執行の迅
速かつ効率的な処理を推進する。

(ロ)取締役の職務の執行を効率的に行うことを確保する体制として、月１回定例の取締役会の他、月２
回常勤取締役、執行役員及び担当管理職で構成する部門連絡会を開催し、取締役の効率的な職務の
執行を確保する体制を完備している。

⑸当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
(イ)子会社管理規程に基づく、事業の運営及び管理を推進する。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

(ロ)当社及びグループ企業は、当社監査役及び内部監査部門の監査を受入れ、内部統制の確立を図る。
(ハ)当社は、可能な限り、経営陣が子会社・関連会社の取締役を兼務する等の方法により、子会社・関
連会社の取締役等の職務執行が効率的に行われる体制を確保しつつ、当社及びグループ企業間で積
極的な人的交流を行い、グループ企業各社との情報の交換及び連携体制を確立するものとする。

⑹監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独立性に関する事項
(イ)監査役の職務の支援のために監査役室を設置し、その任に当たる者（「補助使用人」という）を置
く。

(ロ)補助使用人の人事異動や処遇については、監査役会の同意を得て行う。
⑺取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制
(イ)監査役は、取締役会の他、部門連絡会等の重要な審議・決議の場に出席し報告を受ける。
(ロ)使用人は、法令または定款違反の事実、著しく不合理な業務執行、その他これらに準ずる事項を発
見した場合、速やかに監査役に報告するものとし、監査役が報告等を求めた場合、使用人はこれに
従わなければならない。

⑻監査役へ報告した取締役及び使用人が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを
確保するための体制
当社は、監査役へその報告を行った者に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うこ

とを禁止している。
⑼その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
(イ)監査役は、必要に応じて当社の費用において（法律上認められる金額の範囲内で）社外の専門家を
利用することができる。

(ロ)取締役及び使用人は、監査役の監査に協力しなければならない。
⑽反社会的勢力排除に向けた体制
(イ)当社及びグループ企業は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体には、断固
たる態度を取り、一切の関係を持たないことを基本方針としており、ビジネス倫理ガイドライン・
従業員就業規則等に明記し、役職員への周知徹底を図るとともに、取引先に対する契約書等に排除
条項を導入し、関係を排除する体制を整備する。

(ロ)反社会的勢力からの不当な要求には一切応じることなく、関係遮断を行うとともに、警察・弁護士
等の外部専門組織機関との連携を強化し、反社会的勢力排除のための体制整備を図る。

⑾財務報告の信頼性を確保するための体制
当社は、財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に基づく内部統制報告書の有効かつ適切な

提出に向け、代表取締役社長を最高責任者とした財務報告に係る内部統制システムを構築し運用する。ま
た、その体制が適正に機能することを継続的に評価し、必要な是正を行うこととする。
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２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社の当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は次のとおりであります。
⑴主な会議の開催状況として、取締役会は12回開催され、取締役の職務執行の適法性を確保し、取締役の
職務執行の適正性及び効率性を高めるために、当社と利害関係を有しない社外取締役２名のうち、宮永
雅好氏は12回全てに、宮内宏氏は就任後に開催された9回中9回全てにそれぞれ出席いたしました。ま
た、監査役会は、15回開催されました。

⑵監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づき監査を行うとともに、当社代表取締役社長及び他
の取締役、内部監査室、会計監査人との間で意見交換の場を設け、情報交換等の連携を図っておりま
す。

⑶内部監査室は、内部監査計画策定時の主題として、重要性の観点から内部統制評価を重点監視項目とし
て選択し、棚卸資産における在庫評価を含め、関係組織内の統制について整備運用状況の確認を実施し
ました。
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連 結 注 記 表
〔連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記〕

１．連結の範囲に関する事項
⑴　連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 10社
主要な連結子会社の名称 TIGER RESORT, LEISURE AND ENTERTAINMENT, INC.

Tiger Resort Asia Limited

⑵　主要な非連結子会社の名称等
主要な非連結子会社の名称 UE Resort International Inc.

株式会社イクシーズラボ
その他10社

連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損
益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、い
ずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため連結の範囲
から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項
⑴　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び主要な会社等の名称

持分法を適用した関連会社の数 ２社
　主要な会社等の名称 EAGLE I LANDHOLDINGS, INC.

株式会社ジーグ

⑵　持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等
主要な会社等の名称

（非連結子会社） UE Resort International Inc.
株式会社イクシーズラボ
その他10社

（関連会社） 株式会社ピットアース
持分法を適用していない理由 持分法を適用していない非連結子会社（UE Resort International 

Inc.、株式会社イクシーズラボ他10社）及び関連会社（株式会社ピ
ットアース）は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金
（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計
算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がな
いため持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち国内子会社（５社）の決算日は、すべて３月31日であります。連結計算書類の作成に当
たっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。

４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの    時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
       原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等        移動平均法による原価法

－ 4 －



2024/02/27 16:39:47 / 23063049_株式会社ユニバーサルエンターテインメント_招集通知

連結注記表

①  有 形 固 定 資 産（リース資産を除く）

②  無 形 固 定 資 産（リース資産を除く）

③ リ ー ス 資 産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して
おります。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引
開始日が2008年３月31日以前のリース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

②　デリバティブの評価基準及び評価方法
デリバティブ 時価法

③　棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品、製品、原材料 主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）
仕　　掛　　品 主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）
なお、コンテンツ等制作に関する仕掛品については個別原価法によ
り算定しております。

貯　　蔵　　品 最終仕入原価法
⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法

当社及び国内連結子会社 定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除
く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築
物については定額法を採用しております。

主な耐用年数
建物及び構築物 ７年～50年

海外連結子会社 所在地国の会計基準の規定に基づく定額法を主として採用しており
ます。

当社及び国内連結子会社 定額法
ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可
能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

海外連結子会社 所在地国の会計基準の規定に基づく定額法を採用しております。

⑶　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は損益として処理しております。なお、在外子会社等
の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収
益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産
の部における為替換算調整勘定に含めております。

⑷　重要な引当金の計上基準
①　貸　倒　引　当　金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞　与　引　当　金 従業員の賞与の支払に備えるため、賞与支給見込額の当連結会計年
度負担額を計上しております。

⑸　退職給付に係る会計処理の方法
①　退職給付見込額の期間帰属方法 退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末

までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によって
おります。
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②　数理計算上の差異の費用処理
方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数（３年）による定額法により按分
した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとし
ております。

⑹　重要な収益及び費用の計上基準

　　遊技機事業 製商品販売による収益は、主に製造又は卸売に基づく販売によるも
のであり、顧客との販売契約等に基づいて製品又は商品を引き渡す
義務を負っております。
当グループは製品又は商品を引き渡し、顧客が当該製品又は商品に
対する支配を獲得した時点で履行義務が充足されるものと判断し、
引き渡し時点で収益を認識しております。

　　統合型リゾート(IR)事業 統合型リゾートを運営するオカダ・マニラの収益は、カジノのゲー
ミング収入、ホテルの客室やレストラン等における飲食の販売、小
売その他の物販、サービスの販売によるものであり、オカダ・マニ
ラにおいて、顧客に対しゲーミングを提供する履行義務、及び宿
泊、飲食その他物品サービス販売する履行義務を負っております。
顧客に対する各種サービスの提供、商品や物品販売が行われた時点
で履行義務が充足されるものと判断し、サービスの提供や販売時点
で収益を認識しております。

〔未適用の会計基準等〕
　重要性が乏しいため記載を省略しております。

〔表示方法の変更に関する注記〕
　該当事項はありません。

〔会計上の見積りに関する注記〕
1. 固定資産の減損

(1)当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

有形固定資産 442,798百万円
無形固定資産     1,795百万円

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①算出方法
　当社グループでは、他の資産又は資産グループのキャッシュ・フローから概ね独立したキャッシュ・フロー
を生み出す最小の単位（資金生成単位）で、グルーピングを決定しております。
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遊技機事業及びその他事業においては、営業キャッシュ・フローが2期連続マイナス、または該当する固定資
産が市場価格から50%下落するといった、減損の兆候が認められる場合に、資産グループの事業計画に基づく
割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額とを比較し、減損損失の認識を判定いたします。
　判定の結果、割引前キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回り減損損失の認識が必要とされた場合、帳
簿価額を回収可能価額（正味売却価額または使用価値のいずれか高い価額）まで減額し、帳簿価額の減少額を
減損損失として計上しております。
　統合型リゾート（IR）事業においては、外部の情報源、例えば資産価値の著しい下落、企業にとって悪影響
のある著しい変化、市場金利の著しい悪化、内部の情報源、例えば資産の陳腐化または物的損害の証拠、企業
にとって悪影響のある事業の著しい変動、資産の経済的成果の悪化等、減損の兆候が認められる場合に加え毎
期減損テストを実施しております。これらの結果、減損損失の認識が必要であると判断した場合、帳簿価額を
回収可能価額まで減額し、当該帳簿価額の減少額を減損損失として認識します。判定の結果、減損の兆候は見
られなかったため、減損損失は計上しておりません。

②主要な仮定
　将来キャッシュ・フローの見積りは、遊技機事業及びその他事業においては、主要な資産の経済的耐用年数
にわたって、翌連結会計年度以降の事業計画を基礎として見積っておりますが、その前提となる売上計画は、
過去の市場動向、未来の市場予測、割引率、市場成長率等を勘案した仮定に基づいて、統合型リゾート(IR)事
業においては、翌連結会計年度以降の事業計画を基礎として見積っておりますが、その前提となる売上計画
は、過去の市場動向、未来の市場予測、割引率、市場成長率等を勘案した仮定に基づいております。

③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　当該見積りは、連結計算書類作成時点において入手可能な情報に基づいているものの、以下事由が生じた場
合、翌連結会計年度の連結計算書類において減損損失の計上が必要となる可能性があります。
　まず、見積額の前提とした条件や仮定に重要な変更が生じる場合として、遊技機事業では「風俗営業等の規
制及び業務の適正化等に関する法律」に基づき、国家公安委員会規則(遊技機の認定及び型式の検定等に関す
る規則)で定められた「技術の規格」に適合することが求められますが、法律・規格の改廃、行政指導、自主
規制などで影響を受ける場合、天災その他の理由で経済市場環境の悪化の影響を受ける場合などが考えられま
す。
　また、統合型リゾート(IR)事業においては、フィリピン国内外の経済状況悪化、他ゲーミングプロモーター
との競争、カジノライセンス維持の条項及び要件が厳格化、新型コロナウイルスの感染状況が悪化し操業制限
が必要となった場合などが考えられます。

2. 繰延税金資産の回収可能性

(1)当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産　4,586百万円

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①算出方法
　将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に対して、将来の収益力に基づく課税所得の見積りにより、繰延
税金資産の回収可能性を判断しております。繰越欠損金他繰延税金資産を構成する各要素に対して繰延税金資
産を計上するかについては、将来課税所得の見積額に基づいております。
　課税所得の見積りは連結計算書類作成時点での翌連結会計年度以降の事業計画を基礎としております。
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②主要な仮定
　将来の収益力に基づく課税所得の見積りは、翌連結会計年度以降の事業計画を基礎として見積っております
が、その前提となる売上計画は、過去の市場動向、未来の市場予測、市場成長率等を勘案した仮定に基づいて
おります。

③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　当該見積りは、連結計算書類作成時点において入手可能な情報に基づいているものの、フィリピン国内外の
経済状況悪化、他ゲーミングプロモーターとの競争、カジノライセンス維持のための条項及び要件が厳格化さ
れた場合など、その見積額の前提とした条件や仮定に変更が生じた場合、翌連結会計年度の連結計算書類にお
いて繰延税金資産を取崩し、税金費用が計上される可能性があります。

〔追加情報〕
　該当事項はありません。
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⒈　有形固定資産の減価償却累計額 128,474百万円

受 取 手 形 1,062百万円
電 子 記 録 債 権 3,464百万円
売 掛 金 6,512百万円

受 取 手 形 240百万円
電 子 記 録 債 権 521百万円
電 子 記 録 債 務 1,142百万円

普　通　株　式 80,195,000株

決 議 株 式 の
種 類

配 当 金 の
総 額
（ 百 万 円 ）

１ 株
当 た り
配 当 額
（ 円 ）

基 準 日 効 力 発 生 日

2023年７月14日
取締役会 普通株式 3,099 40 2023年６月30日 2023年９月29日

普　通　株　式 391,800株

〔連結貸借対照表に関する注記〕

 ⒉　受取手形及び売掛金のうち顧客との契約により生じた債権の金額は、それぞれ以下のとおりであります。

3.　連結会計年度末日満期手形及び電子記録債権
　連結会計年度末日満期手形及び電子記録債権の会計処理については、当連結会計年度の末日が金融機関の
休業日でしたが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当連結会計年度末日満期手形の金
額は、次のとおりであります。

〔連結損益計算書に関する注記〕
　該当事項はありません。

〔連結株主資本等変動計算書に関する注記〕
１. 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

２. 配当に関する事項
⑴　配当金支払額

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
　該当事項はありません。

３. 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的
となる株式の種類及び数
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〔金融商品に関する注記〕
　１．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、適切な事業計画に基づいて、主に銀行借入、社債発行、グループ金融によって必要
な資金を調達しております。一時的な余資は安全性・流動性を基本に元本保証型の大口預金等での運用
を行っております。デリバティブ取引に関しましてはリスクを回避するために利用しており、投機目的
では行わない方針であります。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は、製品の受注から販売に至る一連の営業活動過程で発生するも
のであり、顧客の信用リスクに晒されております。
　有価証券及び投資有価証券は、主に海外子会社において運用している投資信託、業務上の関係を有す
る企業の株式であり、市場価格の変動リスク・為替リスクに晒されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日であり、主に部材等の
購入や債務の決済過程で発生するものであります。
　借入金、社債、リース債務に関しましては主にカジノリゾート建設に係る支出にあてることを目的と
したものであり、支払金利の変動リスク・為替リスクに晒されております。

⑶　金融商品に係るリスク管理体制
　当社ではリスクに応じて部門連絡会において適宜協議を行っておりますが、各リスクに対しましては
更に以下のように管理を行っております。
①信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理
　当社は受取手形、売掛金などの営業債権につきましては、債権管理課が与信管理規程に基づき取引先
の信用状況の調査及び情報収集を行っております。
②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　当社は借入金及び社債に係る金利の変動リスクに対して、借入条件・社債発行条件において当社に不
利な条項が含まれないような形で借入を行っております。
　有価証券に関しましては元本割れの確率が極めて僅少な安全性の高い投資信託で運用することとし、
投資有価証券に関しましては定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握するとともに、
年度ごとに取引先の財務諸表を精査し、保有状況を継続的に見直しております。
　デリバティブ取引の執行・管理については、担当部署が決済担当者の承認を得て行っております。
③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　借入を行う際には資金の流動性、借入期間を考慮し、長短資金コストの動向を重点的に見極めながら
借入を行っております。また、借入を行った資金に関しましては担当部署が適時に資金繰り計画の作
成・更新を行い、管理をしております。
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連結貸借対照表
計上額(*1) 時価(*1) 差額

(1)投資有価証券
　　　 その他有価証券(*2) 469 469 －

資産計 469 469 －
(1)　社債(*3) (113,810) (117,166) (3,356)
(2)　リース債務(*4) (56,789) (48,883) 7,906

負債計 (170,600) (166,050) 4,549

区分 連結貸借対照表計上額
非上場株式等 9,471

　２．金融商品の時価等に関する事項
　2023年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。

（単位：百万円）

(*1) 負債に計上されているものについては、(　)で示しております。
(*2) 市場価格のない株式等は「その他有価証券」には含まれておりません。
　　　当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

(*3) 社債には、１年内償還予定の社債を含めております。
(*4) リース債務には、１年内返済予定のリース債務を含めております。

　なお、「現金及び預金」「受取手形及び売掛金」「有価証券」「支払手形及び買掛金」「１年内返済予
定長期借入金」「未払金」については、現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するもの
であることから、記載を省略しております。

　３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。

　レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の)相場価格により算定した時価
　レベル２の時価：レベル1のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定し
た時価
　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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区分 連結貸借対照表
計上額

時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
その他有価証券

株式 469 469 － － 469
資産　計 469 469 － － 469

区分 連結貸借対照表
計上額

時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

社債 (113,810) － (117,166) － (117,166)
リース債務 (56,789) － (48,883) － (48,883)

負債　計 (170,600) － (166,050) － (166,050)

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時
価をレベル1の時価に分類しております。

社債
当社の発行する社債の時価は、元利金の合計額と、当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率
を基に割引現在価値法により算定しており、レベル2の時価に分類しております。

リース債務
リース債務の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率をもと
に、割引現在価値法により算定しており、レベル2の時価に分類しております。
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報告セグメント
その他
（注） 合計

遊技機 統合型リゾート
（IR） 計

製商品販売収入 79,979 － 79,979 － 79,979
カジノ － 87,461 87,461 － 87,461
その他 1,000 9,485 10,486 1,068 11,554
顧客との契約から生じる
収益 80,980 96,947 177,927 1,068 178,995

外部顧客への売上高 80,980 96,947 177,927 1,068 178,995

〔収益認識に関する注記〕
1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報
　主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、メディアコンテンツ事
業、美術館の収入等を含んでおります。

2. 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

(1) 契約及び履行義務並びに履行義務の充足時点に関する情報
契約及び履行義務並びに履行義務の充足時点に関する情報は、「〔連結計算書類作成のための基本と

なる重要な事項に関する注記〕 ４．会計方針に関する事項　(6)重要な収益及び費用の計上基準」に記
載の通りです。

(2) 履行義務への配分額の算定に関する情報
統合型リゾート事業では、将来のゲームプレイを奨励するために、顧客にコンプリメンタリー（宿

泊、飲食を無料とする特典)を付与することがあり、その場合ゲーミング、宿泊、飲食の提供を別個の
履行義務として識別し、それぞれに配分しております。

これらの場合、それぞれの履行義務の基礎となる別個の財またはサービスについて、契約における取
引日の独立販売価格を算定し、取引価格を当該独立販売価格の比率に基づき配分しております。
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当連結会計年度期首残高
(2023年1月1日）

当連結会計年度末残高
(2023年12月31日）

顧客との契約から生じた債権
契約負債

9,707
844

11,039
2,290

（単位：百万円）
1年以内 2,290
1年超 -
合計 2,290

１株当たり純資産額 5,011円39銭
１株当たり当期純利益 367円04銭

3. 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

(1) 顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の残高等
顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の内訳は次のとおりであります。

（単位：百万円）

(注) 1. 当社グループの契約資産については、残高に重要性が乏しく、重大な変動もしていないため、記載
を省略しております。

　　2. 当社グループでは、顧客からの前受金に対して契約負債を計上しており、契約に基づいた履行義務を
充足した時点で収益に振替えしております。

　　3. 連結貸借対照表において、契約負債は流動負債「その他」に含まれております。
　　4. 当連結会計年度に認識した収益のうち、期首現在の契約負債残高に含まれていた金額は、844(百万

円）であります。

(2) 残存履行義務に配分した取引価格
残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、次のとおりでありま

す。

〔１株当たり情報に関する注記〕

〔重要な後発事象に関する注記〕
　該当事項はありません。
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⑴ 有 形 固 定 資 産（リース資産を除く）

⑵ 無 形 固 定 資 産（リース資産を除く）

個 別 注 記 表
〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕

１．資産の評価基準及び評価方法
⑴　有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
②　その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの         時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　売却原価は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等          移動平均法による原価法

⑵　デリバティブの評価基準及び評価方法
デリバティブ 時価法

⑶　棚卸資産の評価基準及び評価方法
①　製品、原材料、仕掛品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）
なお、コンテンツ等制作に関する仕掛品については個別原価法によ
り算定しております。

②　貯　　蔵　　品 最終仕入原価法

２．固定資産の減価償却の方法

定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除
く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築
物については定額法を採用しております。
また、貸与資産については、契約期間を償却年数として、当該期間
で均等償却しております。

主な耐用年数
建物及び構築物 ７年～50年
機械及び装置 ５年～17年
工具、器具及び備品 ２年～20年

定額法
ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可
能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。
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⑶ リ ー ス 資 産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して
おります。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引
開始日が2008年３月31日以前のリース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

⑴ 貸 倒 引 当 金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

⑵ 賞 与 引 当 金 従業員の賞与の支払に備えるため、将来の賞与支給見込額を計上し
ております。

３．重要な繰延資産の処理方法
社債発行費

社債発行費は償還までの期間にわたり定額法によって償却しております。

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は損益として処理しております。

５．引当金の計上基準

6．重要な収益及び費用の計上基準

遊技機事業
製商品販売による収益は、主に製造又は卸売に基づく販売によるも
のであり、顧客との販売契約等に基づいて製品又は商品を引き渡す
義務を負っております。
当グループは製品又は商品を引き渡し、顧客が当該製品又は商品に
対する支配を獲得した時点で履行義務が充足されるものと判断し、
引き渡し時点で収益を認識しております。

当社子会社に対する売上
オカダ・マニラを運営するTRLEIに対するカジノ機器販売による収
益は、TRLEIとの契約に基づいて、製品又は商品を引き渡す義務を
負っております。
当グループは製品又は商品を引き渡し、顧客が当該製品又は商品に
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対する支配を獲得した時点で履行義務が充足されるものと判断し、
引き渡し時点で収益を認識しております。
カジノ機器販売の他、システム導入ならびに設置がありますが、指
導、サービスを契約期間にわたり提供する履行義務を負っておりま
す。
そのため契約期間にわたって履行義務が充足されるものと判断し、
契約期間にわたって収益を認識しております。

〔会計方針の変更に関する注記〕
　該当事項はありません。

〔表示方法の変更に関する注記〕
　該当事項はありません。

〔会計上の見積りに関する注記〕
1. 関係会社株式の評価

(1)当事業年度の計算書類に計上した金額

関係会社株式 　　　　　　225,070百万円

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①算出方法
　①算出方法
　関係会社株式の評価は、超過収益力を反映した実質価額と帳簿価額を比較し、実質価額の著しい低下の有無
を判定しております。判定の結果、実質価額の著しい低下が見られる株式に対して備忘価額まで減額し、帳簿
価額の減少額を関係会社株式評価損として計上しております。
　実質価額が著しく低下した場合には相当の減損処理を行っておりますが、回復する見込があると認められる
場合には減損処理を行わないことがあります。

②主要な仮定
　超過収益力の評価にあたり、翌事業年度以降の事業計画を基礎として見積もっておりますが、その前提とな
る売上計画は、過去の市場動向、未来の市場予測、割引率、市場成長率等を勘案した仮定に基づいておりま
す。
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２．担保に供している資産
関係会社株式
なお、当該担保に係る債務はありません。

３．取締役に対する金銭債権

４．有形固定資産の減価償却累計額

199,384百万円

2,291百万円

33,445百万円

受 取 手 形 240百万円
電 子 記 録 債 権 521百万円
支 払 手 形 8百万円
電 子 記 録 債 務 1,142百万円

短 期 金 銭 債 権 4,958百万円
長 期 金 銭 債 権 4,172百万円
短 期 金 銭 債 務 12,873百万円
長 期 金 銭 債 務 526百万円

③翌事業年度の計算書類に与える影響
　当該見積りは、計算書類作成時点において入手可能な情報に基づいておりますが、事業計画や市場環境の変
化、統合型リゾート(IR)事業で固定資産の減損が計上された場合、帳簿価額を大きく下回る可能性があり、そ
の見積額の前提とした条件や仮定に変更が生じた場合、翌事業年度の計算書類において重要な影響を与える可
能性があります。

〔追加情報〕
　該当事項はありません。

〔貸借対照表に関する注記〕
１．表示単位未満の端数処理

百万円未満は切り捨てて表示しております。

５．期末日満期手形及び電子記録債権
　期末日満期手形及び電子記録債権の会計処理については、当事業年度の末日が金融機関の休業日でした
が、満期日に決済が行われたものとして処理しております。期末日満期手形の金額は次のとおりでありま
す。

６．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く。）
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売　　上　　高 1,497百万円
仕　　入　　高 18,157百万円
販売費及び一般管理費 507百万円

　営業取引以外の取引高 218百万円

普　通　株　式 2,704,096株

〔損益計算書に関する注記〕
１．表示単位未満の端数処理

　百万円未満は切り捨てて表示しております。

２．関係会社との取引高
営業取引による取引高

〔株主資本等変動計算書に関する注記〕
１．表示単位未満の端数処理

　百万円未満は切り捨てて表示しております。

２．当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数

〔税効果会計に関する注記〕
　繰延税金負債の発生の主な原因は、長期債権為替差益であります。

〔リースにより使用する固定資産に関する注記〕
　貸借対照表に計上した固定資産のほか、車両及び器具備品の一部については所有権移転外ファイナンス・リ
ース契約により使用しております。
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種 類 会 社 等 の
名 称

議 決 権 等 の 所 有
（ 被 所 有 ） 割 合

関連当事者との
関 係 取 引 の 内 容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

親会社
Okada 
Holdings 
Limited

被所有
直接 70.2％
（注１）

当社株式の管理
過年度配当金
の支払
（注２）

750 そ の 他
固定負債 500

〔関連当事者との取引に関する注記〕
１． 親会社及び法人主要株主等

（単位：百万円）

　　取引条件及び取引条件の決定等
　（注１）議決権等の所有（被所有）割合は、小数点第２位以下を切り捨てて表示しております。
　（注２）当該取引については当社から親会社に対して通知を行っており、当社取締役会が当該取引内容につ
　　　　いて把握し、当社グループの利益を害するものではないことを確認した上で、その適正性、妥当性を
　　　　判断しております。
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（単位：百万円）

種 類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

(注１)
関連当事者との
関 係 取引の内容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

子会社

TIGER 
RESORT, 
LEISURE AND 
ENTERTAINM
ENT, INC.

所有
 間接99.9％

出資

役員の兼任

資金援助

カジノ機器関連
の 売 上 等    420

関 係 会 社
長 期 未 収 入 金

1,014

未収入金の回収    5,716

費 用 の 立 替

立 替 金 の 回 収

   23

   30
関 係 会 社
長 期 立 替 金 148,224

Tiger Resort 
Asia Limited

所有
 直接100.0%

出資

役員の兼任

資金援助

資 金 の 送 金 199 関 係 会 社
長 期 立 替 金

関係会社未払金

40,425

1,518費 用 の 立 替 2,389

EAGLE I
LANDHOLDIN
GS, INC.

所有
 間接40.0%

出資

役員の兼任

資金援助

資 金 の 送 金 －

関 係 会 社
長 期 預 け 金

関 係 会 社
長 期 預 り 金

16,528

7,091

費 用 の 立 替 － 立 替 金 318

(株)ジーグ 所有
 直接50.0%

出資

部材の調達

資金援助

利 息 の 受 取 56 未 収 利 息 33

資 金 の 貸 付
(注２) 800

短 期 貸 付 金

長 期 貸 付 金

3,695

2,101貸 付 金 の 回 収 1,708

部 材 の 調 達
(注３) 13,497

買 掛 金 2,037

前 渡 金 161

２．子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）議決権等の所有（被所有）割合は、小数点第２位以下を切り捨てて表示しております。
（注２）資金の貸付については、市場金利等を勘案し、両者協議の上決定しております。
（注３）市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。
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（単位：百万円）

種 類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合
（注１）

関連当事者との
関 係 取引の内容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会 社 等

岡田ホールディ
ングス合同会社
(注２)

なし 不動産賃借
保証金差入 － 差 入 保 証 金 141

家賃等の支払 － 立 替 金 12

 Aruze Gaming
 America Inc.
(注３）

なし 当社製品の販売 製品の販売 － 長 期 未 収 入 金
(注７)

379

役 員 の
近 親 者 岡 田 和 生

（被所有）
 間接70.2％
 （注４）

家賃等の支払
家賃等の支払
(注５)

10
立 替 金

未 払 費 用

43

53

役 員 富士本　　　淳
（被所有）
 直接0.8％ 資金の貸付

資金の貸付
(注６)

－ 短 期 貸 付 金 527

金銭債権の取得
(注８)

1,000 長 期 貸 付 金 1,000

役 員 德 田 　 一
（被所有）
 直接0.1％ 資金の貸付

資金の貸付
(注６)

－ 短 期 貸 付 金 131

金銭債権の取得
(注８)

500 長 期 貸 付 金 500

役 員 麻 野 憲 志
（被所有）
 直接0.0％ 資金の貸付

資金の貸付
(注６)

－ 短 期 貸 付 金 131

３．役員及び個人主要株主等
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１株当たり純資産額 4,729円13銭
１株当たり当期純利益 95円17銭

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）議決権等の所有（被所有）割合は、小数点第２位以下を切り捨てて表示しております。
（注２）当社の役員の近親者である岡田和生及びその近親者が議決権の99.9％を間接所有しております。
（注３）当社の役員の近親者である岡田和生が議決権の100％を直接または間接所有しております。
（注４）当社の役員の近親者である岡田和生及びその近親者が議決権の100％を直接所有している当社親

会社の所有割合であります。
（注５）家賃の支払については、市場価格等を勘案し、両者協議の上決定しております。
（注６）資金の貸付については、市場金利等を勘案し、両者協議の上決定しております。
（注７）長期未収入金に対して、379百万円の貸倒引当金を計上しております。
（注８）当社が岡田和生氏から取得した債権に基づき、債務者岡田和生が第三債務者富士本淳及び德田一

に有する債権を差押え、転付命令を受けた結果、当社が取得したものです。取引条件は、当事者
間で合意したものから変更されておりません。

〔収益認識に関する注記〕
（顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報）
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表　収益認識に関する注記」
に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

〔１株当たり情報に関する注記〕

〔重要な後発事象に関する注記〕
　該当事項はありません。
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